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オペレーティング･リースの資本化
菱　山　　　淳
論　説
1.　は　じめに
米国において展開されたリース契約にかかわる会計規制の動きは, 1976年
に米同財務会計基準審議会(以下,単にFASBという)より公表された財務会計
基準第13号(以F,単にFAS13という)により一応の終止符が打たれた｡その
後,これと同等の会計基準が英国,日本および国際会計基準委員会において確
立し,各国のリース会計基準間では一応の収赦ないし調和化が図られることと
なった｡この間,とりわけ米国のリース会計基準の確立過程において,リース
契約の本質観について,リース会計本質論争とも呼ぶべき議論が巻き起こり,
財産使用権説,割賦購入取引説,未履行契約説などのリース本質観が展開され
会計理論の発展をもたらす動きが見られることとなった1｡
こうしたリース会計基準の確立と,リース会計理論の発展の動きがある　一方
で,実務においては,リース会計基準を事実上骨抜きとするいわゆる資本化回
避行動が依然として践雇する状況にある｡すなわち,本来ファイナンス･リー
スとして分類され,貸借対照表に計上されるリース契約に関して,現行リース
会計基準における量的基準を逆手にとって,オペレーティング･リースとなる
ようリース契約を締結することにより,資本化を回避する行為が資本化処理手
続き以上に多く見られるのである｡こうした状況は,経営者の懇意的な会計処
理を許容し,取引の経済的実質を隠蔽することを可能にするため,財務諸表の
信頼性に対する脅威であるとさえ言われる｡
この状況を是正するために, G4+1よりすべてのリース契約の資本化を勧
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告する二つの報告苦が公表されることとなったZ｡この報肯吉で提案される会
計処理によれば,リース契約の資本化処理が徹底されるだけでなく,現在の
リース契約の会計処理の闇己である賃貸借処理が認められなくなり,オペレー
ティング･リースを含むすべてのリース契約が資本化処理されることとなる｡
そこで,本稿では,まず,リース契約の資本化処理にかかわる現行基準の内
杏,その論fLP_,および実務の状況を確認するo次に,現行リース基準に基づく
資本化処理の問題点を是~il:_することをl用勺として公表された1･.記G4+1宰腔,A･
書の資本化処理の内容を手がかりとして,オペレーティング･リースの資本化
について検討することとしたい｡〕
2.リース契約の会計基準
(1)会計基準設定以前の状況
リース契約の資本化を要請する現行会計基準が確立する以前には,リース契
約から生じる権利と義務は,借り手の財務諸表上で資産･負債として認識され
ていなかった｡それは, G4+1 [1996]報告書によれば,次の二つの理巾によ
ると説明される｡ G4+1 [1996] p7-8.
第一一･に,物的資産によって提供されるサービス･ポテンシャルの認識に関し
ては,会計実務は,使用権の法的所有ということよりもむしろ物的資産の法的
所有を考慮することによって推し進められてきた｡すなわち,物的資産によっ
て提供されるサービス･ポテンシャルは,それが実体によって所有される場合
に限り貸借対照表上で報告されてきた｡同様に,負債は法的に他者に負うべき
金額であった｡たとえ,ある形式のリース契約が所有に伴うリスクと便益のす
べて,あるいは実質的にすべてを借手に移転するものであったとしても,リー
ス物件の所有権は貸手に残り続けるのである｡それゆえ,物的資産は,当該
リース物件の植原(title)が借手に移転した場合にのみ,所有され,認識され
ることとなる｡こうした``所有権"観との一貫性から,借手は賃借料のみを認
識することとなる｡,
第二に,たいていのリースは未履行契約であるか,未履行の状態が等しい状
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態にある契約とみなされてきた｡すなわち,リース契約は,いずれの当事者も
契約を完全に履行していない完全末履行契約の状態にあるか,あるいはどちら
の当事者も,契約の　-部につき同じ割合だけ履行している部分未履行の状態に
ある,とみなされてきた｡慣習上,等しい割合で末履行である契約から生じる
資1;rl:-A_と負債は貸借対照表上認識されないo　この実務は,この種の契約のもとで
認識される資産と負債の金飴は等しくつりあっているということを根拠にして
lE当化されてきた｡このような環境の中では,リース契約を認識することが,
情報の有用姓を高めることにつながるとは考えられてはこなかったo
このように,他の物的資産に適用される所有権基準と･致した処理を行うこ
と,および他の末履行契約と同様にリース契約も認識しないことを主たる論拠
として,リース契約の資本化は阻まれてきた｡しかし,その後の経済発展にと
もない,リース契約の量と金額が著しく増加し,これを脚注開示するのみでは
財務報告の適正性や信頼性の点で問題があることが数多く指摘されることとな
り,リース契約のオンバランス化をもたらす基準設定に向けた動きが各国にお
いて加速することとなったo
(2)現行の各国リース会計基準
(1)各国リース会計基準におけるファイナンス･リースにかかわる開示規制
米国,英国,ドイツ, I]本およびlASCにおいて設定されたリース契約の開
示を要求する会計基準の概要を示すと図表1のようになる｡現在,主要因に普
及しているリース会計基準は1976年にFASBより公表されたFAS13を範と
したものであり,それぞれ(糾こ示す特徴を有している｡
〔号)各国基準におけるリース契約の資本化の論理
上記の基準においては,いずれも,使用している物的資産の所有権を重視し
た計上を意図しているのではなく,たとえ所有権の移転はなくとも実質的に購
入とみなされるリース契約を計上しうるように意図されたものである｡この方
法を支持する理論的基礎として,次に二点を指摘することができる3｡
第-一一に,上記の基準では,いずれも資本化されるリース契約の判定にあた
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図表1 :各国の主なリース会計基準の概要
墨_旦 
1964.Opinions(AP古):実質的に割賦購入とみなされるリース取引の資本化の要求 
19730pinion31(APB):脚注開示の要求項目の具体化と追加(正味の最小リース料の現在価 
値) 
1976FAS13(FASB):リスク.便益アプローチによる資本化範囲の明確化 
i)所有権移転基準:リース期間終了時までに所有権が借手に移転する 
筈,割安隣人選択権基準:割安購入選択権を含む 
I:3=,経済耐用年数基畔:リース期間がリース物件の経済的耐用年数の75%以上 
耳現在価値基準:投低リース支払料の現在価値がリース物件の公正価値の 
90%以上 
英国 
1984SSAP21(As°):リスク.便益アプローチによる資本化範囲の明確化 
(訂現在価値基準:滋低リース支払科の現在価値がリース物件の公正価値の90%以上 
1987TR664(ⅠCAEW):リースの分類における現在価値基準以外の要素の考慮の必要性の指摘 
ドイツ 
1973Stellungsnabme(ⅠdW):経済的帰属概念による資本化範囲の明確化 
①経済的耐用年数基準:リース期間がリース物件の見梯耐用年数とほぼ一致 
守.契約延長選択権:リース物件の見積耐用年数に一致する契約延長選択権の存在 
③特別仕様基準:借手の特別な事情に基づきリース物件が製作されている 
･耳.完全'費用負担:借手が.取得原価,金融費札付随費用をリース期間内に補填する 
(彰割安購入選択権:程済的に期待される購入選択権を含む 
･号購入要求権:貸手がリース物件を借手に購入させる権利を含む 
宜上記⑤及び⑥のいずれかの履行が期待される条件で与えら侍れている 
1974AusderFacharもeitdesⅠdW(ⅠdW):上記資本化の廃止(営業報告書での開示へ修正) 
日本 
1993リース取引に関わる会計基準(企業会計審議会):リスク.便益アプローチによる資本化 
の要請 
Q:..ノンキヤンセラプル:リース期間の中途に掛ナる解約不能 
②.フルペイアウト:リース契約からの経済的利益の享受とコストの実質的負担 
曾ただし,所有権移転外リース取引の資本化範囲からの除外の容認(賃貸借処理) 
1994リース取引の会計処理及び開示に関する実務指針(JⅠCPA):基準による資本化範囲の 
明確化 
①所有権移転基準:リース期間終了時までに所有権が借手に移転する 
:蚤割安購入選択権基準:割安購入選択権を含む 
昔特別仕様基準:借手の特別な事情に基づきリース物件が製作されている 
所有彬転外リ-ス馴⊂■書芸悪霊荒_諾S:ー'.言認諾慧完孟認諾.冨宝器67?%90El"iA上 
国際会計基準委員会 
1982ⅠAS17(lASC):リスク.便益アプローチによる資本化範囲の明確化 
堰)所有権移転基準:リース期間終了時までに所有権が借手に移転する 
･富.割安購入選択権基準:割安購入選択権を含む 
③程済耐周年数基準:1)-ス期間がリース物件の経済的耐用年数の75%以上 
･甚現在価値基準:a:i低リース支払料の現在価値がリース物件の公正価値の90%以上 
⑤特別仕様基準:借手の特別な事情に基づきリース物件が製作されている 
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り, ｢リスク･便益アプローチ｣を採用する点である｡ ｢リスク･便益アプロー
チ｣とは,資産の所有に伴うリスクと便益を実質的にすべて移転するリース契
約をファイナンス･リースとして定義し,当該リース契約から生じる資産およ
び負債を借手の貸借対照表において認識する考え方をさす｡リスクと便益が移
転する具体的な判定基準として,たとえば, FAS13では, 1)所有権移転盛
準, 2)割安購入選択権基準, 3)経済的耐用年数基準, 4)現在価値基準をあ
げている｡これら判定基準のうちのいずれか･つを満たした場合に,リース資
産の所有に伴うリスクと便益が実質的に移転したとみなされ,リース契約は資
本化される｡なお,判定基準のいずれも満たさないリース契約はオペレーティ
ング･リースとされ,資本化の範囲から外れ,通常の賃貸借処理を行うことと
なる｡
第二に,リース契約をファイナンス･リースとオペレーティング･リースに
二分し,ファイナンス･リースについて資本化を導く考えの基礎に,いわゆる
｢経済的実質優先(substance over form)｣の思考が存在する点である4｡この考
えが米国の権威ある文献にはじめて取り　卜げられたのは,米国公認会計士協会
が公表したAPBステイメント第4弓である5｡この文献では,財務会計の基礎
的特徴をなすものとして,経済的実質優先を次のように記述している｡すなわ
ち｢たとえ法的形式が経済的実質と異なり,異なる取り扱いを指示したとして
も,財務会計は事象の経済的実質を強調する｡通常は,会計処理される事象の
経済的実質は,法的形式と一致する｡しかしながら,時折,実質と形式は異な
る｡)会計上は,提供される情報がよりよく提示される経済活動に反映されるよ
うに事象の形式よりもむしろ実質を強調するo｣ (AICPA[1972]par. 127)とする
のである6｡この考えをリース契約にあてはめて考えるならば,次のようにな
ろう｡すなわち,リース契約のうち,とりわけファイナンス･リースについて
は,その取得の形態が実質的に購入に近似し,取得後においても自己所有資産
と同等の経済的機能を果たすため,その取引の経済的実質は資産を自己所有し
た場合と同視できる｡それゆえ,ファイナンス･リースについては,たとえ
リース契約にかかわる資産の法的所有権の移転がなくとも,借手の側において
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rI己所有した場合と同様にリース物件を資産計1二するとともに,負担すべき
リース料の支払義務を負債として計卜することが求められる｡こうした経済的
実質優先の思考が,各回のリース会計基準における具体的判定基準の基礎に存
在していると指摘することができる｡
(3)各国の実務
さて,上記のように,現行のリース会計基準は,経済的実質優先思考を具現
化した具体的判定基準に基づき,ファイナンス･リースの資本化を導くことを
意図している｡しかしながら,会計実務においては,ファイナンス･リースの
具体的判定基準に見られる量的基準(現在価値基準や経済的耐用年数基準)を逆
手にとり,これら基準に適合しないようにリース契約を締結することにより
リース契約のオフバランス化をはかるいわゆる資本化回避行動が数多く見られ
るのである｡この点について, G4+1報告書では次のように述べている｡す
なわち｢多くのケースにおいて,リース会計基準は量的基準が単に指針として
利用されるべきことを明らかにしている｡つまり,ある特定のリース契約が
ファイナンス･リースとして分類されるべきかあるいはオペレーティング･
リースとして分類されるべきかの判定は,専門的判断にかかわる事項である｡
その判断は,リース物件と結びついたリスクと便益のすべてが実質的に貸手に
あるかあるいは借手にあるかという契約の実質に基づきなされるべきである
が,実務においては量的基準が厳格な規則として一一枚に理解され,また絶対的
な識閥として適用されてきた｡その結果,鹿準の意図は,ファイナンス･リー
スとして分類する特定の量的テストを,たとえわずかであっても満たさぬよう
にリース契約を組む傾向によって,逆手に取られているのである｡｣ (G4+1
[1996] p.9)と指摘している｡このような指摘を裏付けるような,各円会計実
務におけるリースの会計処理の概要を,以卜のように示すができる｡
(午)米　国
米剛こおけるリース会計実務の近年(1993年から2003年)の概要は,図表2
のように示すことができる｡ここから明らかなように,米国では,ここ5年間
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で若干の変動はあるもののおよそ55%の企業がリース契約を資本化せず,秦
よそ5%の企業は脚注開示さえしていない状況である｡
図表2 :米国におけるリースの会計処理
1999年 ?000年 ?001年 ?002年 ?003年 
企莱数 俔ﾉ?NB?髣艶?俔ﾉ?NB?驪ﾆ数 俔ﾉ?NB?髣艶?俔ﾉ?NB?髣艶?俔ﾉ?NB?
非資本化のみ ????2.3 ?3??55.2 ?#x??4.5 ?3??55.2 ?3??55 
資本化と非資本化 ?#x??7.8 ????5.8 ?C(??0.3 ?3h??9.3 ?3??38.3 
資本化のみ 粕?ﾒ?.7 ?(?? 塗??.1 滴??.7 塗?? 
リース非開示 鼎倆?8.2 鼎(?? ?X??.1 ?倆?4.8 ?H??.7 
合計 田???00% 田???00% 田???00% 田???00% 田???00% 
(出所: AICPA [2003] 4.04, [2004] 2.248より作成)
②　英　国
英国においては,ファイナンス･リースとして分類されるリース契約はオペ
レーティング･リースと比べると圧倒的に少ないといわれている7｡英国にお
いて,実務上,ファイナンス･リースに分類されるリース契約が極めて少ない
のは,企業による資本化回避行動を理由とするだけでなく,リース会計基準に
おけるファイナンス･リースの具体的判定基準のためであるとも考えられる｡
すなわち,図表1に示したように,英国リース会計基準(ssAP21)において
リース契約をファイナンス･リースとして分類する具体的判定基準は現在価値
基準のみである｡そのため,英国基準では,ファイナンス･リースの範囲が米
国やlASCの基準と比べて極めて限定的に捉えられており,その結果,資本化
されるリース契約が少なくなっていると考えられる8｡
(参　ドイツ
ドイツでは,図表1に示すように,リース契約の資本化を求める先駆け的基
準であった1973年意見書は,その翌年に廃止されたために,現在,リース会
計基準は存在しない状況である｡そのため,リース契約の会計処理は税務上の
基準に従って行っている｡ただし, EUの上場企業に対しては, 2005年より,
IASを用いて財務諸表を作成することが｢2002年5月27日公表EU理事会規
則｣ 9により義務付けられたため,今後ドイツ企業においてもリース契約には
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図表1に示すIAS17が適用されることとなる｡
Ll･ lJ　本
H本では,図表1に示すように,ファイナンス･リースの具体的判定基準の
うち最的基準(規在価佃基準や経済的耐用年数基準)に適合するリース契約を所
有権移転外ファイナンス･リースとよぶ｡この所有権移転外ファイナンス･
リースについては,原則として,資本化処理が求められているが,その一万
で,例外的処理として,賃貸借処理によることも認められている川｡そのた
め,実務においては,リース契約締結時に,所有権移転外ファイナンス･リー
スとなるようリース契約を構築し,当該契約を賃貸借処理することにより,資
本化を回避する会計処理が多くみられる｡この点は,図表3に示したリース事
業協会の調査からも明らかなように,所有株移転外ファイナンス･リース契約
を原則的処理に従い資本化している企業は,調査対象企業の1%にも満たな
いIl(〕
図表3:日本における所有権移転外ファイナンス･リースの処理方法
連結 剏ﾂ別 
企莱数 俔ﾉ?NB?髣艶?俔ﾉ?NB?
売買処理 ???.3% ???.2% 
賃貸借処理 ??逸?99.7% ?#cH??9.8% 
合計 ???2?00% ?#ch??00% 
(仙lTr : 7)-ス事業協会舶某部｢2003] p.5)
(4)資本化回避の動機
さて,上記に示した各回の実務状況から明らかなように,各国においてリー
ス会計基準が制定されファイナンス･リース契約の資本化処理が要請されたと
しても,企業サイドにおいて本来資本化処理すべきリース契約を,契約締結の
際にオペレーティング･リースとなるよう構築して,オフバランス化している
ことが伺え知れる｡このような資化本回遊行動が起こる理由には,次の三つの
動機が考えられる｡
第-一に,リース契約に係わる負債をオフバランス化するためである｡すなわ
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ち,リース契約の資本化処理を回避することによって,本来計卜すべきリース
契約にかかわる債務をオフバランス化することができる｡リース契約を資本化
処理した場合には支払リース料総額の現在価値がリース債務として顕在化する
のに対して,賃貸借処理した場合には年間の支払リース料が費用計上されるに
すぎないのである｡これにより,リース契約にかかわる債務の負債計上を回避
することができることになる｡これは図表4に示す設例によって容易に理解す
ることができよう｡この設例から明らかなように,資本化処理した場合には,
契約時点においてリース契約期間にわたる支払リース料総額(30,000)の割引
現在価値(27,232)が資産および負債として認識される｡ついで決算時点にお
いて,認識された資産は減価償却分(9,077)だけ減額され,認識された負債は
7)-ス料支払額に占める元本返済分(8,638)だけ減額され,それぞれ貸借対照
表に計上されることとなる｡ 2年度以降も,同様の手続きを行う｡これに対し
て,賃貸借処理した場合には,単年度のリース料支払額(10,000)が損益計算
書に計上されるのみである｡リース契約が解約不能であることを前提とする
と,リース期間中のリース料支払総額は契約時点において確定していることと
なるが,賃貸借処理によれば,この確定債務額をオフバランス化することが叶
能となるのである】2｡
第二の動機として,オフバランス化を通じた財務比率の改善があげられる｡
すなわち,賃貸借処理により,リース契約に基づく債務がオフバランス化され
ることによって,負債額を川いる財務比率が改善される｡この比率には,たと
えば負債比率あるいは資本･負債比率をあげることができよう｡また,賃貸借
処理によれば,リース契約により取得する資産もオフバランスとなるため,
ROAなどの資産利益率も改善されることとなる｡つまり,リース契約を資本
化することにより,これら比率が悪化し,財務内容に不利な影響が生じること
を避けるために,意図的にリース契約のオフバランス化を図ることが一つの動
機として考えられる13｡
第三に,税務上の影響をあげることができる｡とくに,わが国の場合には,
税務上,ファイナンス･リースの会計処理は,原則として,法形式にしたがっ
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図表4 :資本化処理と賃貸借処理の負債額への影響
1.I)-ス料年額10.000とし,祈f:-度未に支払われるo 
2.T)-ス期間3年.一､.割引率(適用金利)5%(2.7232)として計算するしっ 
3.リース資産は,残存価格を口とする定葡法で減価償却するものとする｡ 
4.リース契約にかかわるリース債務の計算は次表のようになる._, 
資本化処理 <会計処理 契約時点 僖??リース債務 期首残高 ?ｨ?5閲?迚ZXｧ｢?燒?刄梶[ス債務 期末残高 鋳?
元本減少額 凉?yN??
1 ?rﾃ#3"?0.()0() 唐緜3?1,362 ?づYe2??
2 ?ゅS釘?(),()()() 湯ﾃ?ｒ?3() 湯ﾃS#B?
3 湯ﾂ?ﾒ?B?0,000 湯經#B?76 ??
を行った場合 
> (借)リース資産27,232(貸)リース債務27,232 
ー年度末(情)T)-ス債務8,6.38(貸)現金預金1(),()(:)() 
支払利息1.362 
(仰減価償却費9,O77(堤)リース資産'),O77 <財務諸表> 
-jrTー 1年度来貸借対月くそ表(一部)1年度損益計算表(-.増 
リース資産 ?づ?H8ｨ?5?Xﾜ#?ﾃS滴ﾋ??霍??竄都r?
支払利息1,362 劔?
賃貸借処理を行った場合 ′､+TLf 
<石計処理> l年度末(イ削支払リース料1_(),OL)()(代)現金預金1(),()()() 汁F:' 
<財務諸表> 1年度損益計算表(-一部) 
-抽T'-ス料1…l 
て賃貸借処理することとされ,賃貸借処理すると課税の公平上弊害が認められ
る取引については,取引の経済的実質を捉え売買あるいは金融取引として処理
することとされている14｡会計卜の処理と税務上の処理に差異があるときには
申告時に調整計算が必要となるため,両処理が異なると経済性の点で不合理と
なる｡そのため,税務上の処理に会計上の処理をあわせる,いわゆる逆基準性
の現象が真二じていると考えられるのである｡
さて,以上によって,各国においてリース契約を資本化する会計基準が設定
されているにもかかわらず,その適用の場面において,諸種の理由からこれを
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オフバランス化する処理が進行していることが明らかとなった｡この状況は,
とりわけ量的基準を逆手に取りオフバランス化を企てるようなケースにおいて
は,会計基準が本来想定している意図を穀損することになり,またそうした悪
意的な会計処理に基づき財務諸表が作成されているとすれば,財務諸表に対す
る信頼性も損ねることにもつながる｡そのため,悉意的な処理を不可能とする
会計基準を設定するなど,こうした状況を改善することが必要となろうo　そこ
で,以トにおいて,リスク･便益アプローチに基づく現行リース会計基準の問
題点を是l仁する新たな会計基準設定の動きを遡卜にのせ,リース契約の資本化
を導く諸法について検討することとしたい｡
3.リース契約の資本化に向けた取り組み
(1) AIMR報告書
FAS13に代表される現行のリース会計基準は,リスクと便益が実質的に借
手から貸手に移転したことを判定する基準を設けることにより,リース契約を
ファイナンス･リースとオペレーティング･リースに区分する方式を採用して
いる｡,この区分方式には,卜述したように,悪意的な会計処理を導く吋能性が
あるために,多くの批判がある｡この区分方式に対する批判を述べたものに,
投資管理研究協会(以卜,単に〟MRという｢〕)による『1990年代の財務報苦と
その後』 (AIMR [1993])がある｡この報告･吾は,財務報告全般を取り扱ったも
のであるため,リースの会計処理に係わる記述はごくわずかであるが,後述す
るG4+】 [1996]報1-I,'一書の内容は,このAIMR幸鋸tJ--書の提案に従ったものとい
われている15｡ AIMR報告書では, FAS13の問題点とその改善策を次のように
指摘しているo　すなわち, ｢われわれは, FAS13およびその補足に述べられて
いるキャピタル･リース(ファイナンス･リースと同義:筆者注)とオペレーティ
ング･リースとを区別するための規準は,悪意的であり,またその適用はしば
しば故意に気まぐれである｡時折,規則を操作する機会は,そのルールの多様
性に直接比例するように思われるのである｡われわれは,ルールは単純化しう
ると考える｡第　弓こ,われわれは,リースの会計基準とその他の未履行契約の
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会計基準間の現在の二分法を取りやめることができよう｡われわれは,それら
を同じ方法で処理できよう｡第二に,われわれは,もし一一一一年を超えるすべての
未履行契約が資本化されるならば,財務報告は相当程度に改善されうると考え
る｡そのことは,将来においてキャッシュに換金する法的に執行可能な約定に
関するすべての債権と支払義務を現在価値で認識することになるであろう｡｣
(AIMR[1993] p.87)とするのである.つまり,ここでは,リースを二区分し
て会計基準を設定することに代えて,リースを含む一一一年を超えるすべての契約
を資本化することが提案されているのである｡
(2) G4+1[1996]報告書
G4+1 [1996]報告書は,上記AIMR報告書の提案を受け,現行リース会計
基準を改定するリース会計に対する新たなアプローチを提示したものである｡
本報告書の要点は,借手におけるリース契約の会計処理に関して,現行リース
会計基準におけるオペレーティング･リースとファイナンス･リースとの区分
を廃し,リース契約のもとで生じる重要な権利と義務を,借手の財務諸表にお
いて,資産および負債として認識することにある｡本報告書では,このアプ
ローチを展開するにあたり, ｢概念フレームワーク｣ 16における資産と負債の
定義および認識基準を利川することを提案する｡その内容の骨子は次のように
示すことができる｡
①　概念フレームワークにおける｢資産｣の定義の適用
概念フレームワークにおける資産の定義の中心的特徴は支配の概念であるo
この特徴は,将来の経済的便益を支配する企業の能力に焦点を当てるもので
あって,その基礎にある物的資源を企業が所有するかどうかに焦点を当てるの
ではないという点にある｡したがって,将来の経済的便益を具体化する物的資
産を使用する権利の所有が資産の定義を満たすこととなる｡支配の概念に焦点
を当てることによって,その定義は企業が日身の目的を遂行するために利用す
る資源を識別するための信頼しうる基礎を提供するのである｡資産の定義を
リースに適用することによって,リースが借手と貸手の双方に資産を生み出し
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うることが明らかとなる｡借手の立場からは,リース物件に包含される将来の
経済的便益が,リース契約によって,リース期間中に支配されるであろう｡貸
手の立場からは,借手からリース物件の使用に対する対価としてリース科を受
け取る権利に包含される将来の経済的便益が,リース契約によって支配される
であろう｡それゆえに,リース契約から生じる資産を識別するために,購入で
あるとか事実上の所有といったアナロジーに依存する必要性はなくなるのであ
る(G4+1[1996]pp. 15-16).
②　概念フレームワークにおける｢負債｣の定義の適用
負債の定義の中心的な特徴は,過去の取引あるいはその他の過去の事象が将
来の経済的便益を外部の関係者に引き渡す現在の義務を企業に隼じさせること
にある｡この義務は,法的に拘束力ある契約から生じる｡それはまた衡平法卜
のあるいは推定上の義務でもありうる｡法的に拘束された契約であるリース契
約のもとでは,借手は貸手に対して将来の経済的便益(リース科)を引き渡す
現在の義務を負う｡ゆえに,リース契約から生じる負債を識別するために,購
入であるとか事実卜の所有といったアナロジーに依存する必要性はないのであ
る(G4+1[1996]p.16)0
③　概念フレームワークにおける｢認識規準｣の適用
IASCの｢概念フレームワーク｣では,資産あるいは負債の定義を満たす項
目を財務諸表において認識する場合には,次の認識規準を満たすことが求めら
れる｡その認識規準とは, (a)当該項目に関連する将来の経済的便益が,企業
に流入するかまたは企業から流出する可能性が高く,かつ(b)当該項Hが信
頼性を持って測定することができる原価または価値を持つ(IASC[1989]par.
83),とするものである｡この認識規準は,たいていのリース契約のもとでも
満たされることになろう｡というのも,たいていのリース契約のもとでは,借
手はリース期間にわたりリース物件に具体化される便益を享受し,かつ貸手に
リース契約に定められたリース料を支払うことが想定されるからである｡くわ
えて,リース契約のもとで生じる資産と負債の額は,通常, l)-ス契約の条件
を参照することによって信頼しうる測定が期待されるからである(G4+1
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[1996] p. 16)｡
(弟｢概念フレームワーク｣を用いることのインプリケーション
概念フレームワークをリース契約の会計に適用することに対する明確なイン
プリケーションは,すべてのファイナンス･リースと,すべてではないがほと
んどのオペレーティング･ 7)-スが資産および負債として認識する権限を与え
られるということである｡オペレーティング･リースによって確立される権利
と義務は,ファイナンス･リースによる場合のそれらと本質において異なると
ころはない｡ファイナンス･リースとオペレーティング･リースの双方のもと
で,借手はリース物件に包含される将来の経済的便益を享受する契約上の権利
を獲得し,またリース期間にわたりリース物件の使用に対する対価を貸手に支
払う契約上の義務を負う｡ファイナンス･リースとオペレーティング･リース
の双方のもとで,これらの契約上の権利は企業が支配する将来の経済的便益と
企業が果たさなければならない義務を生み出す｡概念フレームワークの定義と
認識規準をリース契約に対して適用することで,現在のリース会計基準に対し
て考えられる欠陥の多くが克服されることになろうo　それにより,借手の財務
諸衣に解約不能なオペレーティング･リースのもとで生じる権利と義務を反映
させることができ,財務諸表の目的的合成と表現上の忠実性は高められること
になろう(G4+1 [1996] pp. 16-17)0
痘J　解約不能性
報告書では,資本化されるリース契約が解約不能であることを求めるo　それ
は次の理由による｡すなわち｢解約可能なリースは,一一万において,借手の権
利に対するアクセスの支配が取り消された場合には,通常,将来便益に対する
権利が保証されなくなり,他方において,借手は将来の経済的便益の犠牲を避
ける裁量を有しているために,資本化されることは期待されないであろう｡｣
(G4+1 [1996] p. 19)とするのである｡
さて,以卜のように本報告書では, ｢概念フレームワーク｣における資産と
負債の定義,およびそれらの認識規準をリース契約に適用することによって,
オペレーティング･リースを含む解約不能なすべてのリース契約から生じる資
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産と負債を貸借対照表に計1サることを提案する｡ここでは,資本化するリー
ス契約を量的な判定基準によって特定するのではなく,資産性･負債性に照ら
して判断するために,具体的判定基準を逆手に取った資本化rur避行動を生み出
す余地は残されていない｡そのため,現行方式に比べて,資本化されるリース
契約の範囲が,会計基準ベースで見ても,拡人していると指摘することができ
る｡
(3)リース契約資本化の二つの方法
1二述のように, G4+1 [1996]報告書は,現行リース会計基準の欠陥を克服
する可能性を持つものであるが,そこでは具体的な資本化の会計処理方法が明
示されていない｡そのため,リース契約にかかわるどのような資産･負債が計
上されるかに関して,次の二つの会計処理が考えられることになる｡
①　全資産アプローチーWhole asset approach
第一一は,リース契約から生じる資産はリースした物件それ自体であるとみる
物的属性を重視した捉え方であるo　このアプローチのもとでは,資産の認識に
は物的資産の支配を重視し,負債はリース期間にわたり賃借料を支払う義務の
みならず,リース期間終了時に貸手にリース物件を返却する義務を含むとする
考え方を採用する0　-この見解の主張者にDennisMonson [2001]がある｡
② ､財務構成要素アプローチ-financial components approach
第二は,認識されるリース資産は,物的資産の基礎にある所有権ではなく,
物的資産にかかわる各種の権利であり,リース負債は各種の義務であると見
て,借り手によってこれらの権利と義務を個別に認識する考え方である｡資本
化の対象を物的資産の支配とそれにかかわる義務ではなく,経済的便益を生み
出す権利とその犠牲としての義務に置く点に特徴がある. -この見解の主張者
にG4+1報告書[2000]がある17｡
(萱〕両アプローチの比較
上記二つのアプローチの会計処理をDennis Monson [2001]の設例にしたが
い示すと以下のようになる｡
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条件:1) 100百万ドルの航空機を3年の間リースする｡
2)年間のリース料は10.5百万ドルで,年度末払いとする｡
3)リース開始時のレシーの借入利率を年9%とする｡
この条件で,両アプローチに基づいて作成される財務諸表は次の通りであ
る｡
図表5 : Monsonによる財務構成要素アプローチと全資産アプローチの比戟
PanelA: 3年リースの借手の時系列による部分的な貸借対照表(1年度末と3年度末)
:t''f Jill:LI
硯　金
LJl]定資産
差引:累計額
tL味の固定資産
総資産
負偵および資本
長期負伯, ､Li期貞机分
長期負債(_tl_']期負印.分を除く)
留保利益(課税を無視)
総真情･資本
Yearl 楓V?2?
財務構成要素全資産 俥??ﾉ?wi???蜥?
▲10,500▲10,500 ?33?Rｓ?33?ﾃS??
26,579100,000 ?bﾃSs??津??ﾂ?
▲8,H60▲1.fう3f) ?3#bﾃSs?3Bﾃ?r?
17,71998,361 窒涛Rﾄ?2?
7,21987,861 ??T?c2ﾄﾇ"ﾒ塔2?
9,6331,(;35 ?迭ﾃ?2?
8,83896,865 窒??
▲11,252▲10,639 ?33?S??3?S??
7.21987,861 ??S?c2ﾃS??
PanelB : 3年リースの借手の時系列による部分的な損益計算書(1年度と3年度)
常業費用:
滅価償却とアモチゼ-ション
営業利名.i
利息費用
純利益(課税を無視)
Year1 楓V?2?
財務構成要素全資産 俥??ﾉ?wi???蜥?
▲8,860▲1,639 ?3づツ?3?c3?
▲8.86()▲1,639 ?3づツ?3?c3?
▲2,392▲9,()()0 ?3ツ(?づs??
▲11,252▲10,639 ?3津s#x??ﾃ3Sr?
[lH所: Dennis Monson [2001] p. 281
以下で,この内容についてみていくことにしたい｡まず,財務構成要素アプ
ローチのもとでは,リースの開始日に借手は,年9%で割り引いた3度の
10.5百万ドルの支払の現在価値に等しい資産と負債を記録する(Dennis Mon-
son [2001] p.281)｡これは次のようにあらわすことができるであろう｡
1 1(),5()O
卓〕･-∑
′｢ (1+0.09)
- 26,.r=)79
つぎに,利息は9%で記録された負債に対して計算され,計算された利息
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と年間の支払額の総額との差額は負債から控除される｡そして,借手は記録さ
れた資産を3年間にわたり,減価償却費として償却する(Dennis Monson
[2001] p.281)｡これは次のようにあらわすことができるであろう｡
②･･･26,579- ilo,5001 (26,579×0.09)i -18,471
③-･26,579÷3年-8,860
以上の計算にしたがって, Ci〕式により算定された金額が,リース契約の締結
時点におけるリース資産およびリース負債の金額となる｡これに利率を乗じた
金額(26,579×0.09)が利息費用となり,支払リース料からこの利息費用を控
除した額(10,500-2,392)が当期の債務の減少額となる｡そして,残りが負債
額(〔豆)式の額)として貸借対照表に計卜される｡年度の減価償却費は, ①に
よって計上されたリース資産の額を定額法,残存価額0,償却年数3年として
計算した③式の額となる｡以降,同様の計算を行う｡
つぎに,全資産アプローチによって作成された財務諸表の概要は次のように
なる｡まず,このアプローチのもとでは,リース開始日に借手は,航空機の公
正価値100百万ドルで資産を記録し,リースの支払と3年後に貸手に航空機を
引き渡す義務から構成される負債を記録する｡利息は年9%で記録された負
債に対して計算され,計算された利息と年間リース支払との差額は負債からの
控除として取り扱われる｡つぎに,借手は記録された資産と, 3年後に航空機
を返却する負債に等しい価値である95.083百万ドルとの差額を, 3年間にわ
たり償却する(DennisMonson [2001] pp. 28卜282)｡これは次のようにあらわす
ことができる｡
①･-100,000- ilo,500- (100,000×0.09)を-98,500
(至)･.･98,500- ilo,500- (98,500×0.09) +10,500- (96,865×0.09)巨95,083
③･-(100,000-95,083) ÷3年-1,639
以上の計算にしたがって,まず航空機の公L用相良である100百万ドルがリー
ス契約時点での資産および負債の金額となる｡そして,負債額に利率を乗じた
金額を利息費用として計上し,支払リース料からこの利息費用を控除した額が
当期の債務の減少額となる｡さらに,その残りを負債額(①式の額)として貸
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借対照表に計卜する｡年度の減価償却費は,まず3年度末に計上される引渡義
務を計算し(②式の額),その衛と契約締結時点の資産の公lt価値との差額を,
定触法,残存価額0,償却年数3年として計算した③式の額とする｡以降,同
様の計算を行う｡)
さて,この計算例から,両アプローチの特徴点ないし問題点を次のように指
摘できる｡
第--に,貸借対照表に計上する金額の差異についてである｡両アプローチと
も,リース契約の資産性･負債性に照らして,リース契約の資本化を導くこと
を前提とするものであるが,リース契約のどの側面に焦点を当てるかにより,
金額上着過しえない差異が生じることになる｡財務構成要素アプローチでは,
リース契約から生じる個々の権利と義務に着目する｡したがって,その主要な
内容はリース資産の使用権と使用に係わる支払義務となる｡そのため,支払
リース料の現在価値を持って貸借対照表価額とするのである｡これに対して,
全資産アプローチでは,リース契約によって取得する物的属性に着目する｡そ
のため,計上される金額は取得した資産の公止価値となる｡この結果,計上さ
れる資産および負債の額に両アプローチでは大きな差異が生じることになる｡
第二に,いずれのアプローチにもとづく処理が取引の事実写像性を高めるか
という点である｡財務構成要素アプローチは,借り手が獲得する最も重要な権
利は,リース期間中にリース契約にもとづき,リース物件を使用ないし利用す
る権利であるとする(G4+1[2000]par.2.5)｡この立場から,まずリース資産と
して使用権を認識する｡また,重要な価値を有する更新選択権や購入選択権が
付与されている場合には,リース資産の使用権とは別にこれらの権利を別建で
認識することとなる(G4+1[2000]par.4.10)｡すなわち,リース契約の内容を
各種の権利あるいは義務に分割して,貸借対照表に計卜するのである｡この処
理に対して, Monsonは,このアプローチは,個別の権利と義務に焦点を当て
ることによって,会社が物的世界においてその事業を遂行するために用いてい
るリースされた有形固定資産を,彼らが表現しようとする物的現実とはほとん
ど関係のない無形の抽象物へと分割してしまうと批判を述べるのである
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(Dennis Monson[2001]p. 283) 0
第三に,損益計算書に刈する影響である｡両アプローチにおける費用の分類
が営業利益と純利益に大きな影響を与えることをMonsonは指摘している｡
すなわち,ヒ記計算例に示されるように,財務構成要素アプローチでは,三期
間を通じた総費用に占める利息費用の割合は15%であるのに対して,減価償
却費は85%となる｡これに対して,全資産アプローチでは,減価償却費の割
合が160/oであるのに対して,利息費用は840/oとなる(DennisMonsonl2001]p.
282)o　この結果,営業利益と純利益に人きな差異が生じることとなる｡
さて,以上のように,リース契約のどの部分に焦点を当てて資本化するかに
より,財務諸表に計上される内容と金額が異なることになる｡同･事象に対し
て,まったく異なる財務諸表が作成されるとするならば,基準設定にあたりい
ずれの情報により重要な情報価値があるかという点についてさらなる検証が必
要となろう｡
4.近年の検討状況
(1)契約上の権利･義務アプローチ
さて,卜述のように,すべてのリース契約を資本化する場合にも,全資産ア
プローチと財務構成要素アプローチの異なる方法があることを紹介した｡これ
らのうち,現在,国際的に検討の姐_卜にのせられているのは後者の方式であ
る｡ IASBと各国の基準設定機関によるリサーチプロジェクトでは,現在,こ
の方式は契約上の権利･義務アプローチ(contractual rights and obligations ap-
proach)と呼ばれている(world Standard Setters Meeting[20M] ) ｡
このリサーチプロジェクトでは,契約卜の権利･義務アプローチを採用する
論拠ないしその内容につきおおよそ次のように述べる｡
第一に,契約上の権利と義務に焦点を当てるこの提案は,物的資産を基礎付
けるものではなく,リース契約によって移転した権利と義務に関連する｡たと
えば, 30年の耐用年数を持つ資産を10年リースする場合に,貸手は10年の
問財産を使用する契約しの権利を表す資産と当該使用権に対して支払う契約卜
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の義務を表す義務を認識するのである(world Standard Se仕ers Meeting[2004]par.
ll)｡
第二に,全資産アプローチは,貸手によって所有されている資産を,リース
期間にかかわらず,リース財全体としてみなすであろう｡資産が,リース財の
全体として特徴づけられるならば,負債はリース終了時点に貸手にリース財を
返還する義務を含むことになる｡これに対して,契約上の権利･義務アプロー
チは,リース財に関連する将来の経済的便益のすべてと借手によって実際に支
図表6 :契約上の権利･義務アブtj-チにおける借手および貸手により認識される
権利と義務
借手の権利 唳]i?ﾊ?･更新選択権あるいは購入選択権 
･残余価佃関与権 
情手の義務 唸8ｨ?5愛ｨ跖鳧,???8.ｨ+ﾘ*???(,ﾘ駟?,佇??8.ｨ+ﾘ8ｨ?5??
を支払う義務 
･T)-ス期間中に変動するかあるいは偶発的なリース料を支払う義務 
･残余価値保証のもとでの義務 
･リース終了時にリース財の返還に聞達する義務 
貸手の権利 唸ﾋｸｾ??8*?h.佛??ﾘ,ﾈﾊ??
○リース開始ー酎二川走されたかあるいは事前に決定されたT)-ス 
料を受け取る権利 
○リース期間中に変動するかあるいは偶発的なリース料を受け取 
る権利 
○更新選択権あるいは購入選択権を行使する借手に条件付けられ 
るリース料を受け取る権利 
･保証のもとでの契約卜の権利(借手あるいは第三者に対する請求 
椎) 
･リース財の契約にはない(あるいは残余)権利 
貸手の義務 唸ｴｹ.?8.ｨ+ﾘﾕ?i??ﾊ???(,ﾘﾗy?ﾉ??ﾊ?･リース財のパフォーマンスに関する義務 
出所: World Standard Setters Meeting [2004] par. 15より作成し
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配されていない将来の経済的便益を返還する義務を認識する代わりに,借手に
よって実際に支配される将来の経済的便益を借手の資産として単に認識するの
みである｡このアプローチは,おそらく全資産アプローチよりもよりよく,
リースが提供する財務弾力性を反映する(world Standard Setters Meeting[2004]
pars. 12, 13)｡
ただし,契約上の権利･義務アプローチにおいて,どのような構成要素が資
産と負債として認識されるかに関しては,現在確定している状況ではない｡こ
のプロジェクトにおいて検討されている契約卜の権利と義務の一覧は図表6の
ように示すことができるo
(2)借手により認識される権利の特徴点
上記表に示すように,このアプローチでは,借手によって,リース資産の使
用権のほかに,更新選択権と購入選択権の認識が行われる｡この報告書では,
これらの選択権について,次のようにその特徴点を指摘している｡
第一に,借手によって購入された更新選択権あるいは購入選択権は,借手
に,将来のある時点で,リースの対象である資産の更なる使JfJ権あるいは所有
権を得る契約上の権利を与えるデリバティブとして処理される(worldStandard
Setters Meeting [2004] par. 16) ｡
第二に,選択権は,移転された契約上の使用権と異なる将来の経済的便益の
源泉の引渡しを得る権利であり,選択権が価値を有する場合には,その購入価
格は選択権のない他の等価のリースにおいて必要とされるリース科より高く形
成されることになる　洞par.17)0
第三に,選択権の価倍が使用権の価値と比較して重要である場合には,構成
要素ごとの会計処理が,それが使用権であるかのように選択権を会計処理する
よりも,重要な情報を提供することになる　胴par.13)｡
(3)借手の会計処理
ここで,借手の会計処理を,この報告書の設例にしたがい示すと以下のよう
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になる｡
条件:1)設備を年間リース料22で3f日和リースする｡
2)借手に追加2年間のリースを更新する権利が,年間8で与えられる｡
3)更新選択権を持たない同様の3年リースのリース料は年間20である｡〕
4) 2年末に, 3年経過の中古設備についての2年リースのけ1-場賃貸料が年
額Hから12に卜汁する0
5) 3年終日時に行使U用巨な選択権が, 2年末時点で10の公_rli価値を持つ
ことが仮定される‖
6)年額12の市場賃貸料が3年末時点で普及している｡)それゆえに,その
時それが直ちに行使~日用巨であるために,選択権は8 (-2年×(12-
8))の公止価楢を持つし1
7)借手は, 3年末時点でリースを更新することを選択する｡
8)割引を行わないo
出所: World Standard Setters Meeting[2004]pp. 5 6
この条件にしたがった借手の側の会計処理の概要は図表7のようになる｡
以下で,この内容についてみていくことにしたい(〕まず,契約締結時点(0
年度)において,リース資産の金敏は66となる｡これは,各年の支払リース
料22の合計額を示している｡同時点における更新選択権を持たない同様の
リースの支払リース料が20であるので,両リース科の差額が更新選択権の価
値を示すことになる｡したがって, 66の内訳として,使用権60,更新選択権6
と評価されることとなる｡このうち,使川権については無形固定資産であるた
め,残存価額oとして使用期間にわたり償却される｡すなわち,毎年20の償
却費が3年にわたり計上される｡更新選択権については,デリバティブである
ため市場の価値変動に応じて再評価手続きをとることになる｡ 3年終了時点
で,更新選択権が履行されると,更新選択権の価値8が吏新年度の使用権の金
額16に付加され,使用権24が許しされる｡〕その後,使用権は2年間にわたり
12ずつ配分されることになる｡
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図表7 :リサーチプロジェクト報告書における契約上の権利･義務アプローチの会計処理
*年度1-3の会計処理 
年度 剋綜Y 劔負債 剔ｹ益 劔リース料 
使用権 剔I択権 ?剏ｸ価償却 剔I択権再評価 俘xﾇb?
0 ?0 ? ?6 ??? 
1 ?0 ? ?4 ?0 ? ?"?2 
2 ?0 ?0 ?2 ?0 ?6)1 ?B?2 
3 ? ? ? ?0 ? ?"?2 
60 ?2) 鉄??6 
16の再評価利得は,年度1終了時の4から年度2終了時の10への選択権価値の増加である○ 
266のリース科と58の費用顔の差異は,8が年度1から3の費用ではなくむしろ更新期間 
に関連するという事実を反映しているo 
*年度3終了時点における更新と,年度4-5の会計処理 
年度 剋綜Y 剳燕ﾂ 剔ｹ益 刄梶[ス科 ?
使用権 ?剏ｸ価償却 ?
3 ?4 ?6 ??
4 ?2 ? ?2 ? 
5 ? ? ?2 ? 
24 ?6 
出所:WorldStandardSettersMeeting[2004]p.6 
さて,この設例から,このアプローチの特徴点ないし問題点を次のように指
摘できる｡
第一に,リース資産にかかわる権利のうち,使用権は原価評価されるのにた
いして,更新選択権については,デリバティブとみなされ公正価値評価を受け
る点である｡すなわち,同一のリース契約からもたらされる権利に対して異な
る測定属性が適用されることになるという点である｡
第二に,更新選択権の公正価値評価の実行可能性についてである｡固定資産
の特殊性を考えると,市場での評価を前提とする公正価値評価が適用可能であ
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るかが問題となる｡本報苦書においても,当初認識後に選択権を測定すること
は,実際の観察叶能な取引あるいは市場ベースの証拠が存在しないために,借
手企業にとって重要な実践上の問題となろうとこの点を指摘している(par.
21)o
第三に,年度3終√時点において更新選択権を履行した場合に,更新選択権
の公正価値が更新年度の使用権に引き継がれるという点である｡この処理は,
使用権はその取得時点の公正価値を表すという点からすると契約締結時点と同
一の立場に立ったものとして見ることができるが,更新選択権は契約締結時点
以降に再評価されることによって,支出の裏づけのない価額で計Lされてい
る｡支出の裏づけのない選択権の価額を使用権に引き継ぐとすると,使用権は
償却されるため,支汁'1のない価額が償却の手続きを経て配分されることとな
る｡この処理は,他の固定資産の費川配分との整合性の点で問題を持つことと
なる｡
第LTqに,上述の処理によれば,重要な選択権の資本化がはかられることにな
るという利点を有する　一方で,この方法にもとづき作成される財務諸表が,取
引事実を忠実に写像し,かつ利害関係者の意思決定に有用な情報を提供しうる
かという問題が存在する点である｡これは,全資産アプローチから見た批判で
もあり,権利･義務アプローチに内在するものではないが,この処理による財
務諸表が財務報告の質的特徴に照らして問題点がないか,さらに議論を深める
必要があるように思われる｡
5.む　す　び
以上,リース契約の会計処理について,オペレーティング･リースを含む
リース契約全体の資本化処理について検討を行った｡本稿で明らかとなった事
項を多少敷街して整理すると次のようになる｡
第一一に,現行のリース会計基準は｢リスク･便益アプローチ｣を採用するこ
とにより,取引の経済的実質を財務諸表に反映させる基礎を形成したものと評
価される｡しかしながら,リース会計基準の適用段階において,リース会計基
オペレーティング･リースの資本化　　89
準に示された経済的耐用年数基準や現在価値基準という量的基準を逆手にと
り,これに適合しないようにリース契約を構築し,意図的にリース契約のオフ
バランス化を図る資本化rr]1避行動が各国において横行したo　資本化Ll!7避の動機
としては,負債のオフバランス化l_柑勺,財務比率の改善臼的,および租税制度
の影響があげられるが,どのような理由を根拠にしても,悪意的な資本化回避
は財務諸表に対する信頼性を段損する行為であるので,こうした行為が解消さ
れることが保証されない限りは,リース契約の資本化を可能とするよう会計基
準の改正を行う必要がある｡
第二に,オペレーティング･リースを含むリース契約全体の資本化をもたら
す会計処理に,全資産アプローチと財務構成要素アプローチ(契約上の権利･義
務アプローチ)がある｡いずれのアプローチにもとづくかにより,作成される
財務諸表上の金額が看過し得ないほどの差異を生み出す｡また,計上される項
目についても,全資産アプローチではリース資産の物的属性に着目して表示す
るのに対して,財務構成要素アプローチでは各種の権利に分割して表示する｡〕
また,測定属性についてみても,財務構成要素アプローチでは選択権がデリバ
ティブとして公正価値評価されることとなる｡このように,リース契約を単･
の方式で処理する場合においても,考えられる会計処理は　一様ではない｡
第三に,現時点において,財務構成要素アプローチ(契約卜の権利･義務アプ
ローチ)の基準化に向けた動きが見られる｡しかしながら,このアプローチを
最初に提示したG4+1 [2000]に対して寄せられたコメントレターを･覧する
と,オペレーティング･リースを含むリース契約全体に単一一の会計処理を適用
する方式に対しては,図表8に示すように基準設定機関サイドではおおむね賛
成意見が述べられているのに対して,リース利用者サイドでは総じて反対の意
見が表明されている｡このことは,現行のリース会計基準が結局のところ実務
に走着せず基準の意図とは異なる会計処理を蔓延させたこととril-J様の帰結を迎
える可能性を示唆するとも考えられるのである｡今後,この新たなリース会計
基準設定の動きがどのように展開していくか,その理論的見解を中心に注視す
ることとしたい｡
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図表8: G4+1 [2000]に対するコメントレターQlの要約一利害関係音別
Q1 
回答者 ????x.?(8?86x8ﾈ5?ｸ,ﾉwio?
G4+1加盟機関及び他の機関 FEE 伜?ﾂ?ﾂ?
オーストラリア公認会計L-協会 伜?ﾂｘ+ﾘ+?Rﾉ/?H,ﾈ.?h,X.??ﾈ,ﾉuﾙ&?ｨ?+8.ｨ,B?
いると考えられるので,ニューアプローチのフィール 
ドテストが公r那T'一二案の作成以前に実施されることを強 
くi--.張するU 
カナダ一般公認会計上協会 伜荀･ｂﾘ?+ﾘ+?Rﾈ+?ﾉ¥?な,h*ﾘ,?I?,h,ﾈ*??ﾘ.?｢?
ある場合の変乱により影響を受ける利書関係者から 
ーul意を得ることが出来るか‖信がない｡ 
ドイツ経済監査一日窃会 伜鞆?
日本公認会計t二協会 伜?ﾈ+ZBﾂ?
南アフリカ公認会計上協会 伜?ﾅR?
スウェーデン公認公共会計上協会 伜?ﾅR?
英国勅許会計上協会 伜?ﾂ褸??
基準設定機関 欧州委員会 伜?ﾂﾄｨ+ﾘ+?Rﾈ+?ﾉ/?H,ﾈ?邵,ﾘｯIZｨﾙ???h.??Bﾂﾂ?
ドイツ会計基準委臼会 伜?ﾈ+X??
オランダ年次報告委員会 僵ﾙ???f?8ｨ5?饐h揺4?h8ﾘ?6??xﾊ?宛???R?
ローチ-転換することに同意しないo我々の見解で 
ほ,オペレーティングリースのもとで資産を使川する 
権利はレシーに資産に対する支配をリ-えるとは限らないし｢ 
リース協会 設備リース事業協会欧州連盟 僵ﾙ?りｴｸﾗ8,ﾈ8ｨ?5?ﾉZｩ}?ﾘ敢?4?X,ﾘ,?ﾒﾉ?nY4?
判断を必要とする明確なl*別を行うものと考えられ 
る:,現行のアプローチはファイナンスリースとオペ 
レーティングリースを区別し,それぞれに単.の会計 
処理を適用する,壁-会計処理)j法であるといえる｢-) 
カナダファイナンス&リース協会 僵ﾙ??H*??ｨ?5?ｨ支顗,ﾈ?tﾈ,僵ｨ*H8ｨ5??i]h揺,ﾂ?
すべて,あるいは実質的にすべてを移転するのであれ 
ば.借打ま資産を所有しているものとして会計処理す 
べきであり,そうでないならばオペレーティングリー 
スとして処理すべきであるし.,この処坤をもたらすリス 
ク便益アプローチは財務諸表の読み手に企業の資庫の 
よりよい理解を与え,適切な脚注開示は分析家にオペ 
レーティングリースのもとでの将来の債務を評価する 
ことを可能にするnどのような単一-会計方法もこの寅 
の経済的実質を捉えることはできない(:, 
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フランスリース事業協会 僵ﾙ?)｢闃ｸ?4?粟i¥ｨ/????ﾘ-?侏ｸﾗ8ｮ顏?ﾈ淤?*｢?
LXlられるべきだが,単一会計処坤が適切であるとは考 
えないU量的指標の利用が適切な解釈を見出す助けと 
なりうるU 
監査法人 伜?ﾈ??蝌,i.Y&ﾈ,h,ﾘ巉*?h*(*Hｮ?)4丼ID?ｨ8ｨ?5?
アーサーアンダーセン ?i??:?ﾈ,ﾈﾅ???ｩ?+x.?ﾘ-??ｴｦﾆｨ+8.ｨ.?x*ｸ,R?
ある(-l 
デロイトトウシユト-マツ 伜?ﾊ?
金融機関代表 則叶銀行家協会 僵ﾘ?ﾒﾈﾋｸﾝﾘ,ﾈ4??ﾈ?6X4(984?坪5?h7H4?86?85?
リースの会計処理は概念上の欠点があるし-,しかし,堤 
行基準の変更は,内[kJ歳入と一致して取り組むべきで 
あるし.提案が,この一致や適切な変更なく実施される 
なら,会計は貸手が締結する契約の収益性を誘導する 
ことになろう(.会計は事業の意思決定や成果を*11,--す 
べきであり,これらを誘導すべきではない(つ 
ロンドン投資銀行協会 辻?
業界代表 剛賢航空運送協会 著????
ドイツ企業金融経済協会 僵ﾙ?なﾚ?ｨ-ﾈ,R鞋)e?兢ｸﾎﾈ,ﾈﾋI?,舒?8*ｲﾈ?ﾝｸ,ﾂ?
債務を損保する資産状況をl丈映する形で財務諸表表示 
が行われてきた∩提案された資産負債アプローチに基 
づく単一一会計処稗は,権利と義務の対比に酎こ焦点を 
斗']てるのみで,実際の1)スク状況を反映するものでは 
ない｡オペレーティングリースのもとで取得された資 
産を使用する権利の資本化は債務負州のために使用す 
ることはできない亡J加えて,机しけるリース負債の認 
講によって代借対照表の資産が膨張してしまうn 
オーストラリア経営者協会 ???+R?ﾘ,h*h,?H8ﾘ4???ｸ5?ﾈ8ｨ?5?ﾈ.h*H,?ﾈ*ﾂ?
れもないオペレーティングリースは資本化されるべき 
ではないU 
金融機関 オーストラ1)アニュージーランド 僵ﾘ???｢ﾘ檍ﾇh?-雲ｹd???(+x.??h,ﾘ辷鰄+x.?
バンキンググループ ?｢ﾉ/?H,ﾈ麌+x?ﾌ?iX俐&?.宛?)Dh?,?ﾘ?ﾈ?x-r?
き問題が含まれている(, 
商工業 僵ﾙ?畑+x-x,H,ﾈ顥}?ﾈ8ｨ?5??ｸｽ)mｨ*ｸ.ｨ.??ｨ檍ﾇh??
ABNAMROLeaseHOLⅠ)lNG 凉ﾘ,ﾈﾋI?,??8+x.?｢ﾈ+ｸ,ﾉ_ｹd?ﾘ8ｨ5?饐h揺4?R?
ローナである〔つ 
Merri1日,ynch 辻?
保険数利士EZl体 イギリス保険数利L-川体 ?
大学人 MichaelE.Bradbury 伜?ﾊ?ID?fﾘ,ﾈｬ???x,ﾒﾈ+x-x,H,ﾈ8ｨ?5???ﾓ??
会計処群を適用することは必ずしも適切ではないo 
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AlanGoodaereandVivienBeattie 伜?ﾆ?
個人 僵ﾙ?ｸ??妺??Uﾈ,?H4?86?85?ｨ?5?h4??ﾈ??
KlausFeinen ?X48984?ｨ?5??ﾘ防+8+??(,bﾉ<x-ﾘ訷/?ﾉy?2?
せ,株主に不適切な情報を提供することとなるoま 
た,首尾一貫して考えると,評価吋能なすべての使用 
棒を壬箸借対照表に計上すべきこととなってしまうし-; 
出所: lASC [20()1]より作成｢)
注
*1米国におけるリース会計規制の動きについては,峰[1986]が最も詳しいo
*2　二つの報告書はG4+1 [1996]とG4+1 [2000]をさすlj
*3　森川[2003]を参照した｡,
*4　たとえば, BrittaIaippe[2002], S. 123｡
*5　Rutherford[1988]p. 5を参照した｡各国の会計基準においても,同様の考え方が
基礎にすえられている｢,
*6　経済的実質優先)且考の原則は, IASCの｢概念フレームワーク｣においても財務
諸表の質的特徴の一つをなす信頼性に係わる特性として次のように示されてい
る｡すなわち, ｢情報が表示しようとする取引その他の事象を忠実に表現するた
めには,取引その他の事象は,単に法的形式に従うのではなく,その実質と経済
的実態に即して会計処押されることが必要である｣ IASC[1989]par. 35とするし)
*7　Vivien Beattie,etal.によると,英国においては,イ日用のオペレーティング･
リースの契約はファイナンス･リースの契約の18倍あると指摘している｡ Vivien
Bea仕ie,etal.h998]p.233.また,英国におけるたいていの物件リースは,オペ
レーティング･リースとして分類されていると指摘されている｡ NeilCrosby,
[2003]p. HO.
*8　VivienBea山e,etal.は,米回におけるファイナンス･リースの分類基準は英何
におけるよりも厳格であり,そのため英国においては米国よりリース契約の多く
の割合をオペレーティング･リースがllT'めていると指摘している. VivienBeattie,
et al. [1998]p. 234.
* 9　Regulation of the Eurof･ean Parliament and the Council on the application of the in-
ternational accountingstandayds, Brussels, 27. 5. 2OO2.なお,当時のEUにおける
規則の制定の動きについては,菱山[2002]を参照されたい｡
*10　企業会計審議会｢リース取引に係る会計基準会計基準｣三1 (2)および日本公
認会計t:協会会計制度委員会｢リース取引の会計処理および開示に関する実務指
針｣ニ2 (2)0
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*11所有権移転外リース取引の資本化処理をしている企業として日産自動車株式会
社がある｡同社の第105期『有価証券報告書』によると,第14年度には｢リー
ス物件の所有権が借上に移転すると認められるもの以外のファイナンス･ T)-ス
取引については,通常の賃貸借取引にかかわる方法に準じた会計処理｣によって
いたが,第15年度より同取引について｢通常の売買取引に係わる方法に準じた
会計処押｣によることと変更された(同報告吉p.52)(,その結果,卜記Lxl表に示
すように, 14年度末時点において計上されていないリース債務額が, 15年度時
点において134,643 tTf方円計卜されることとなった｡,会計処理変更の理由につい
て,同報告書では｢リース資産の増加に伴い,製造原価を適切に計算し, FiE･用と
収益をより適l仁に対応させるとともに,阿際的な会計慣行との整合性の観点から
リース取引を財務諸表に的確に反映させることにより財政状態をより適正に表示
するため｣ (同報告再p.54)としている｡茅根[2004]も参照されたい｡
付表1 :日産自動車の貸借対照表に計上されたリース債務額
15年度末 ?ID?永b?
リース債務(流動負債) 鉄?CcH齷|ﾖﾈ8｢? 
リース債務(囲定負債) 塔Bﾃ?俾處ﾖﾈ8｢? 
''H所: R産t'1動車株式会社第105期『41J価証券報告書L" P.43より作瓜〕
http : //www.nissan-global.com/JP/D()CUMENT/PDF/FR/ZOOS/fr 2003. pdf
*12　アナリストなどが企業評価を行う際には,オペレーティング･リース契約に係
わる負債を脚注開示を通じて推定計算するために,リース負債がオフバランス化
されても負債額を知ることができるといわれることがある｡しかしながら, IJipe
によれば,そのような場合であっても,そこには,アナリストがこの推計を行う
際に生じるコストや不IL確さが存在することが指摘されており(Lipe[2OOl]p.
302),財務諸表本体への計卜がアナリストにとっても望ましいことはいうまでも
ない｡なお,オペレーティング･リースに係わる負債観の推定的な資本化方法と
して, Imhoff,Lipe,Wright [1995]は, (1〕SFAS13のもとでキャピタル･リース
に適用されるDCF法を用いる方法と, (2)年度賃貸借料の8倍の額を未認識の負
債とするヒューリスティック(heuristic)法の　-.っの方法を示している｡
*13　資産の取得にオペレーティング･リースを利川する企業は,キャピタル･リー
スとして収得取引を記録する企業よりも,運転資本の状況が相細別こよくなり,
また流動比率やROAもより高くなるとの指摘があるo Schroeder, Clark, Cathy
[2005] p. 432.
*14　紙博文著[2003] p.217,茅根[2001] p. 61を参照した｡
*15 (;4+1 [1996]では, ｢この報告書で提案されたアプローチと一致するリース
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会計基準の改定は, 199311:～ ll )=こ米国の財務アナリストの代表組織である投資
管押研究協会(AIMR)によって公表された『1990年代の財務報告とその後』の
1日で提示されているo｣と述べている(A G4+1 [1996] p.40
*16　ここで想定されている概念フレームワークはIASC [1989]であるが,他の会
計基準設定機関における概念フレームワークも同様であると本報告苦では考えて
いる｡ G4+1 [1996] p.15｡
*17　ここでは紙幅の都合からG4+l [2000｣の内容を取りI二げないo　この内容につ
いては,菱山[2005｣を参照されたい(-
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